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（  調  査  の  概  要  ）  

 

 機械受注見通し調査は、機械製造業者の受注する設備用機械について、

四半期ごとに翌期の受注見通し等を調査したものである。調査対象は

「機械受注実績調査」の対象となっている主要な機械製造業者、また  

調査時点は毎四半期末であり、今回調査の見通し時点はおおむね 2018

（平成 30）年９月下旬と推定される。  

1987（昭和 62）年７～９月見通し調査より、調査対象社数を 178社か

ら 280社に増加させるとともに、調査内容を拡充した 280社ベースの調査

に移行した。  

2011（平成 23）年４月より、機種分類の「電子・通信機械」に含まれ

ていた「携帯電話」を調査対象から外した。  

 

 

 

（  使  用  上  の  注  意  ）  

１．1989（平成元）年４～６月実績額から、すべて消費税を除くベース

で調査している。  

２ ． 本調査は、毎年１月調査の時点で季節調整系列の改訂を行ってい

る。季節調整方法は、 X-12-ARIMAの中の X-11を使用している。  
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2 0 1 8（ 平 成 3 0） 年 1 0～ 1 2月 の 機 械 受 注 見 通 し  

 

 

１ ． 集 計 結 果 の 概 要  

 

( 1 )  2 0 1 8年 1 0～ 1 2月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 に つ い て 、調 査 対 象 企

業 の 見 通 し を 集 計 し た と こ ろ 、 受 注 総 額 で ６ 兆 9 , 2 1 5億 円 、

前 年 同 期 の 実 績 に 対 し 1 . 9％ の 増 加 、「 船 舶 ･電 力 を 除 く 民

需 」で ２ 兆 5 , 7 1 4億 円 、同 8 . 3％ の 増 加 と い う 結 果 に な っ た 。  

 

( 2 )   こ れ に 最 近 に お け る「 達 成 率 」を 乗 じ る と 、受 注 総 額 で 前

年 同 期 に 対 し 3 . 8％ 増 、「 船 舶 ･電 力 を 除 く 民 需 」 で 同 1 0 . 5％

増 の 見 通 し と な っ た 。  

 

( 3 )   季 節 調 整 値 に よ り 、前 期（ ７ ～ ９ 月 ）の 実 績 に 対 す る 比 率

を 見 る と 、受 注 総 額 で 1 . 7％ 増 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く 民 需 」で

3 . 6％ 増 の 見 通 し と な っ た 。  

 

第１図　受注額の実績と見通し（季節調整系列）
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（単位： 100万円，％）

 2018年    
 （平成30年）    

 １～３月  ４～６月  ７～９月  10～12月
実 績 実 績 実 績 見 通 し

受 注 総 額 7,121,336 7,309,445 7,508,329 7,632,271

民 需 3,037,242 3,180,553 3,278,171 3,358,946

（船舶を除く） 2,976,051)(       3,169,050)(       3,247,366)(       3,277,831)(       

（船舶・電力を除く） 2,619,844)(       2,678,588)(       2,702,254)(       2,800,352)(       

製 造 業 1,216,768 1,283,451 1,258,274 1,382,732

非 製 造 業 1,856,932 1,915,101 2,040,919 2,000,253

（船舶・電力を除く） 1,406,979)(       1,401,882)(       1,451,545)(       1,399,849)(       

官 公 需 707,469 760,684 931,356 758,989

外 需 3,047,073 3,008,585 2,961,605 3,088,625

代 理 店 365,606 383,485 374,974 392,765

受 注 総 額 △ 5.3 2.6 2.7 1.7 

民 需 △ 3.5 4.7 3.1 2.5 

（船舶を除く） △ 5.3)       (      6.5)       (          2.5)       (          0.9)       (          

（船舶・電力を除く） 3.3)       (          2.2)       (          0.9)       (          3.6)       (          

製 造 業 2.5 5.5 △ 2.0 9.9 

非 製 造 業 △ 2.9 3.1 6.6 △ 2.0 

（船舶・電力を除く） 3.4)       (          △ 0.4)       (      3.5)       (          △ 3.6)       (      

官 公 需 △ 6.4 7.5 22.4 △ 18.5 

外 需 △ 1.7 △ 1.3 △ 1.6 4.3 

代 理 店 0.3 4.9 △ 2.2 4.7 

（注）１．見通しの計数は、各部門ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率（季
　　　　　節調整値）を乗じて算出している。
　　　２．個別に季節調整を行っているため、需要者別内訳の合計は全体の季節
　　　　　調整値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
　
期
　
　
比

第１表　需要者別見通し額（季節調整系列）

　
　　　　　　　　　期
　需 要 者
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第２図　需要者別機械受注の動向（季節調整系列、前期比）

（備考）2018年７～９月期以前は実績値。
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２ ． 需 要 者 別 見 通 し に つ い て  

 

( 1 )   需 要 者 別 見 通 し 額 （ 季 節 調 整 済 系 列 ）  

 

1 0～ 1 2月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 (季 節 調 整 値 )を 前 期 比 で み る

と 、 受 注 総 額 は ７ ～ ９ 月 2 . 7％ 増 の 後 、 1 0～ 1 2月 に は 、 1 . 7％

増 の 見 通 し と な っ た （ 第 １ 表 ）。  

こ れ を 需 要 者 別 に み る と 、 民 需 は ７ ～ ９ 月 3 . 1％ 増 の 後 、 1 0

～ 1 2月 に は 非 製 造 業 （ 2 . 0％ 減 ） が 減 少 す る も の の 、 製 造 業

（ 9 . 9％ 増 ） が 増 加 す る と み ら れ る こ と か ら 、 合 計 で は 2 . 5％

増 と な る 見 通 し に な っ て い る 。 こ の う ち 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く

民 需 」 は ７ ～ ９ 月 0 . 9％ 増 の 後 、 1 0～ 1 2月 に は 3 . 6％ 増 と な る

見 通 し に な っ て い る 。  

 

機 械 受 注 の 見 通 し 額 （ 季 節 調 整 済 系 列 ） は 、 単 純 集 計 値 に

過 去 ３ 期 の 平 均 達 成 率 （ 季 節 調 整 済 ） を 乗 じ 、 単 純 集 計 値 の

季 節 指 数 で 除 し て 求 め て い る （「 達 成 率 」 に つ い て は 後 述 ）。  

 

 

単純集計値
３期平均
達成率

原数値 季節指数 季節調整値

受 注 総 額 6,921,480 101.9 7,050,530 92.4 7,632,271

民 需 3,000,822 104.4 3,131,563 93.2 3,358,946

（船舶を除く） 2,944,802 104.0 3,063,600 93.5 3,277,831

（船舶・電力を除く） 2,571,389 102.0 2,622,853 93.7 2,800,352

製 造 業 1,251,818 105.8 1,324,729 95.8 1,382,732

非 製 造 業 1,749,004 105.0 1,835,788 91.8 2,000,253

（船舶・電力を除く） 1,325,817 98.7 1,308,030 93.4 1,399,849

官 公 需 626,025 106.2 664,866 87.6 758,989

外 需 2,887,452 99.4 2,869,522 92.9 3,088,625

代 理 店 407,181 99.8 406,333 103.5 392,765

参考表　　需要者別見通し額（季節調整値）の算出
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( 2 )   需 要 者 別 見 通 し 額 （ 原 系 列 ）  

 

1 0～ 1 2月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 に つ い て 、 単 純 集 計 値 を み る

と 、受 注 総 額 は ６ 兆 9 , 2 1 5億 円 で あ り 、前 年 同 期 の 実 績 に 比 べ 、

1 . 9％ 増 と な っ た （ 第 ２ 表 ）。  

平 均 達 成 率 調 整 後 の 見 通 し （ 原 系 列 ） を み る と 、 受 注 総 額

で は 、 1 0～ 1 2月 に は 前 年 同 期 比 3 . 8％ 増 と な る 見 通 し に な っ て

い る 。 需 要 者 別 に み る と 、 民 需 は 、 製 造 業 （ 1 4 . 9％ 増 ）、 非 製

造 業（ 7 . 2％ 増 ）が と も に 増 加 す る と み ら れ る こ と か ら 、9 . 3％

増 と な る 見 通 し に な っ て い る 。 こ の う ち 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く

民 需 」 は 1 0 . 5％ 増 と な る 見 通 し に な っ て い る 。  

 

（単位： 100万円，％）

 2018年   
 （平成30年）   

 ４～６月  ７～９月 10～12月 （参考）
実 績 実 績 見 通 し 単 純 集 計 値

受 注 総 額 6,759,917 7,222,841 7,050,530 6,921,480

民 需 2,930,545 3,156,399 3,131,563 3,000,822

（船舶を除く） 2,910,016)(     3,120,762)(     3,063,600)(     2,944,802)(     

（船舶・電力を除く） 2,557,707)(     2,670,862)(     2,622,853)(     2,571,389)(     

製 造 業 1,236,700 1,221,008 1,324,729 1,251,818

非 製 造 業 1,693,845 1,935,391 1,835,788 1,749,004

（船舶・電力を除く） 1,325,556)(     1,455,924)(     1,308,030)(     1,325,817)(     

官 公 需 629,352 819,042 664,866 626,025

外 需 2,842,158 2,867,956 2,869,522 2,887,452

代 理 店 357,862 379,444 406,333 407,181

受 注 総 額 6.3 2.6 3.8 1.9 

民 需 9.2 5.7 9.3 4.7 

（船舶を除く） 9.2)      (        6.0)      (        9.6)      (        5.3)      (        

（船舶・電力を除く） 8.0)      (        4.8)      (        10.5)      (       8.3)      (        

製 造 業 17.8 8.5 14.9 8.6 

非 製 造 業 3.7 4.0 7.2 2.1 

（船舶・電力を除く） 0.3)      (        2.0)      (        6.6)      (        8.0)      (        

官 公 需 1.1 19.5 4.9 △ 1.2 

外 需 5.4 △ 4.3 △ 1.6 △ 0.9 

代 理 店 0.0 1.8 7.9 8.1 

（注）見通しの計数は、各部門ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率（季節調整値）
　　　を乗じて算出している。従って、各部門の合計値は受注額合計値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
年
　
同
　
期
　
比

第２表　需要者別見通し額（原系列）

　
　　　　　　　　　期
　需 要 者
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( 3 )   需 要 者 別 達 成 率 の 動 向  

 

機 械 受 注 額 の 「 見 通 し (単 純 集 計 値 )」 に 対 す る 「 実 績 」 の

乖 離 を 調 整 す る た め に 、両 者 の 比 を「 達 成 率 」と し て 計 算 し 、

直 近 の ３ 期 平 均 達 成 率 を 見 通 し の 「 単 純 集 計 値 」 に 乗 じ て い

る 。  

最 近 に お け る 達 成 率 （ 季 節 調 整 済 ） の 動 向 は 、 第 ３ 図 及 び

第 ３ 表 の と お り で あ る 。  

 

７ ～ ９ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 達 成 率 を み る と 、 受 注 総 額 で は

1 0 2 . 7％ と 1 0 0％ を 上 回 り 、４ ～ ６ 月 の 達 成 率 と 比 べ 5 . 0ポ イ ン

ト 上 昇 し た （ 第 ３ 表 ）。  

民 需 （ 1 0 5 . 6％ ） は 同 4 . 2ポ イ ン ト 上 昇 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く

民 需 」( 1 0 2 . 8％ )は 同 5 . 3ポ イ ン ト 上 昇 し た 。製 造 業（ 1 0 0 . 8％ ）

は 同 2 . 7 ポ イ ン ト 減 少 、「 非 製 造 業 （ 船 舶 ・ 電 力 を 除 く ）」

（ 1 0 4 . 2％ ） は 同 1 0 . 3ポ イ ン ト 上 昇 し た 。  
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第３図　　達　成　率　（季節調整系列）

（備考）達成率(季節調整値)は、(実績(季節調整値)/見通し(単純集計値、季節調整値))で算出して
いる。
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（単位： ％）

 2017年  2018年   
 （平成29年）  （平成30年）   
 10～12月  １～３月  ４～６月  ７～９月  ３期平均

受 注 総 額 105.6 105.1 97.7 102.7 101.9

民 需 105.6 106.0 101.4 105.6 104.4

（船舶を除く） 106.8)      (   105.3)      (   102.0)      (   104.7)      (   104.0)(         

（船舶・電力を除く） 101.7)      (   105.7)      (   97.5)      (     102.8)      (   102.0)(         

製 造 業 107.4 113.1 103.5 100.8 105.8

非 製 造 業 102.2 103.6 101.4 109.9 105.0

（船舶・電力を除く） 99.1)      (     97.8)      (     93.9)      (     104.2)      (   98.7)(           

官 公 需 97.6 94.2 105.3 119.1 106.2

外 需 104.2 107.8 94.8 95.5 99.4

代 理 店 103.4 96.8 101.2 101.4 99.8

　　　　　　　期
 需要者

第３表　需要者別達成率（季節調整系列）

 
３期平均は 2018年１～３月から７～９月までの３期の単純平均。  
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３ ． 機 種 別 見 通 し に つ い て  

 

( 1 )  機 種 別 見 通 し 額  

 

1 0～ 1 2月 の 受 注 見 通 し （ 原 系 列 ） を 機 種 別 に 前 年 同 期 比 で

み る と 、 鉄 道 車 両 （ 1 8 . 6％ 増 ）、 道 路 車 両 （ 1 5 . 3％ 増 ）、 重 電

機 （ 1 2 . 0％ 増 ）、 産 業 機 械 （ 9 . 1％ 増 ）、 工 作 機 械 ( 3 . 8％ 増 )及

び 船 舶 （ 0 . 8 %増 ） で 増 加 す る 見 通 し に な っ て い る 。  

反 面 、 原 動 機 （ 1 8 . 2％ 減 ）、 航 空 機 （ 3 . 1％ 減 ） 及 び 電 子 ・

通 信 機 械（ 2 . 0 %減 ）で 減 少 す る 見 通 し に な っ て い る (第 ４ 表 )。  

（単位： 100万円，％）

 2018年   
 （平成30年）   

 ４～６月  ７～９月  10～12月 （参考）
実 績 実 績 見 通 し  単純集計値

原 動 機 480,527 450,825 494,925 516,730

重 電 機 413,922 517,865 504,023 516,150

電子・通信機械 2,291,281 2,366,547 2,236,045 2,210,499

産 業 機 械 2,340,538 2,359,084 2,267,223 2,141,866

工 作 機 械 375,296 362,927 383,131 340,174

鉄 道 車 両 123,890 158,995 148,096 153,473

道 路 車 両 394,520 400,865 440,386 448,814

航 空 機 187,232 418,390 275,810 258,749

船 舶 152,711 187,343 219,368 335,025

合 計 6,759,917 7,222,841 6,996,093 6,921,480

原 動 機 13.6 △ 26.4 △ 18.2 △ 14.6

重 電 機 △ 6.8 △ 1.1 12.0 14.7

電子・通信機械 2.1 5.6 △ 2.0 △ 3.1

産 業 機 械 12.9 11.6 9.1 3.1

工 作 機 械 12.6 4.6 3.8 △ 7.8

鉄 道 車 両 3.4 △ 4.3 18.6 22.9

道 路 車 両 5.4 3.7 15.3 17.5

航 空 機 △ 3.2 △ 10.7 △ 3.1 △ 9.1

船 舶 △ 1.5 2.6 0.8 54.0

合 計 6.3 2.6 3.0 1.9

（注）見通しの計数は、各機種ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率を乗じて
　　　算出している。従って、各機種の合計値は受注額合計値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
年
　
同
　
期
　
比

第４表　機種別見通し額（原系列）

　　　　　　　　　　　　　　期
　　機　　種
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( 2 )  機 種 別 達 成 率 の 動 向  

 

７ ～ ９ 月 の 機 種 別 達 成 率 を み る と 、 航 空 機 （ 1 2 9 . 3％ ） が 前

期 と 比 べ 4 7 . 7ポ イ ン ト 、 鉄 道 車 両 （ 9 4 . 2％ ） が 同 2 1 . 7ポ イ ン

ト 、 重 電 機 （ 1 0 4 . 2％ ） が 同 1 5 . 5ポ イ ン ト 、 電 子 ・ 通 信 機 械

（ 9 9 . 0％ ） が 同 0 . 0ポ イ ン ト 上 昇 し た  (第 ５ 表 )。  

反 面 、 原 動 機 （ 8 5 . 9 ％ ） が 同 1 4 . 1 ポ イ ン ト 、 産 業 機 械

（ 1 0 4 . 0％ ） が 同 8 . 4ポ イ ン ト 、 道 路 車 両 （ 9 7 . 7％ ） が 同 4 . 5ポ

イ ン ト 、船 舶（ 5 6 . 3％ ）が 同 4 . 0ポ イ ン ト 、工 作 機 械（ 1 0 8 . 7％ ）

が 同 1 . 6ポ イ ン ト 低 下 し た (第 ５ 表 )。  

  

（単位： ％）

 2017年   2018年   
 （平成29年）   （平成30年）   

 ７～９月  10～12月  １～３月  ４～６月  ７～９月

原 動 機 82.1 123.5 101.4 100.0 85.9

重 電 機 90.7 73.6 100.1 88.7 104.2

電子・通信機械 104.2 117.7 105.4 99.0 99.0

産 業 機 械 103.3 105.1 101.1 112.4 104.0

工 作 機 械 114.1 116.9 118.9 110.3 108.7

鉄 道 車 両 72.5 47.6 122.8 72.5 94.2

道 路 車 両 101.4 104.6 94.4 102.2 97.7

航 空 機 174.4 88.8 108.8 81.6 129.3

船 舶 74.8 70.0 79.9 60.3 56.3

合 計 101.3 103.1 103.0 100.5 99.7

（注）達成率は（実績（原数値）／見通し（単純集計値））で算出している。

第５表　機種別達成率
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（単位： 100万円）
　　　

機種別

516,730 516,150 2,210,499 2,141,866 340,174 受 計

303,124 243,313 1,128,065 898,164 155,358 民 計

製 造 業 106,412 53,690 371,631 508,931 153,668 製 計

非 製 造 業 196,712 189,623 756,434 389,233 1,690 非 計

内 電 力 業 159,321 156,036 43,982 14,074 0 電 力

16,062 70,827 279,281 102,150 292 官 計

197,527 86,667 780,196 1,021,099 178,034 海 外

17 115,343 22,957 120,453 6,490 代 理 店

機種別

153,473 448,814 258,749 335,025 6,921,480 受 計

85,608 79,441 51,729 56,020 3,000,822 民 計

製 造 業 6,643 920 43,677 6,246 1,251,818 製 計

非 製 造 業 78,965 78,521 8,052 49,774 1,749,004 非 計

内 電 力 業 0 0 0 0 373,413 電 力

25,784 4,191 56,528 70,910 626,025 官 計

41,078 224,264 150,492 208,095 2,887,452 海 外

1,003 140,918 0 0 407,181 代 理 店

2018年10～12月受注見通し額集計結果表

受 注 総 額

合 計
需要者別

民 需

官 公 需

産 業 機 械 工 作 機 械

代 理 店

受 注 総 額

民 需

官 公 需

外 需

船 舶

第６表　機械受注見通し調査（2018年９月調査）

代 理 店

原 動 機 電子・通信機械

鉄 道 車 両 道 路 車 両 航 空 機

需要者別
重 電 機

外 需

 


